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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

 

（１）指摘事項    該当なし 

 

（２）監査意見    該当なし 

 

（３）決算審査意見  該当なし 

 

 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 

 

指 摘 事 項           措  置  て  ん  末 

７ 住民の適切な避難行動の促進について 

近年、想定を超える降雨による大規模水害

が全国的に頻発する中、本県では、県民の命

を守るため、「県管理河川の減災対策協議

会」を設置するなど、関係機関で連携を図り

ながら水害対策を進めているところです。 

平成 30 年度には、水位周知河川等 20 河川

の浸水想定区域図の作成・公表、更には、そ

れ以外の河川についても洪水浸水リスク図

を一部公表していますが、これらを適切な避

難行動に確実に結びつけることが重要です。 

ついては、住民の避難意識と理解度を高め

るため、市町村や自治会等と連携し、水害リ

スク情報や避難情報等を分かりやすく伝え

る取組をさらに加速化させるべきでありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年台風19号を教訓に、住民に対し、従

来以上に当事者意識がわくような形で身近な水

害リスクを伝えられるよう、主要河川の浸水Ｃ

Ｇや民営ｗｅｂマップを活用した浸水深の表示

システム等を作成します。 

また、適時適切な避難行動をとるには、住民

自身が得心がいく形であらかじめ避難行動を開

始するタイミングを決めておくことが重要であ

るため、住民自らが避難行動を開始する基準

（様々な防災情報や気象条件、河川水位等の周

辺状況を必要に応じて組み合わせる）を持つた

めのワークショップを地域単位等で開催し、住

民自らの積極的避難を推進するモデル事業を実

施します。 
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３ 職員の定員、現員調べ 
 

          種 別 
  
区 分 

事務職員 技術職員 現業職員 合計 
備      考 

 

2.4.1 
現 在 

31.4.1 
現 在 

2.4.1 
現 在 

31.4.1 
現 在 

2.4.1 
現 在 

31.4.1 
現 在 

2.4.1 
現 在 

31.4.1 
現 在 

定    員    ９    ９   １   １   ０   ０  １０  １０  

現        員 
（２） 

１０ 

  （４） 

  １１ 

 （０）

０ 

 （０）

０ 

 （０） 

０ 

 （０）

０ 

（２） 

 １０ 

 （４） 

１１ 

徳島県へ派遣１名、 

徳島県から受入１名 

過 不 足(△)   １   ２  △１   △１   ０   ０   ０   １  

臨 時 職 員   ０   ０   ０   ０   ０   ０   ０   ０  

非常勤職員   ２   ２   ０   ０   ０   ０   ２   ２ 
会計年度任用職員（事

務２） 

 

 
４ 役付職員の調べ                                                           

（令和２年７月１日現在） 

 職       名 氏     名 在 職 期 間 備    考  

危機管理局長 西尾 浩一 
      年 

１ 

     月 

３ 
 

副局長兼危機管理政策課長 林  憲彰 
 

０ 

 

３ 
 

課長補佐 山下 大治 
 

    ２ 

 

３ 
 

課長補佐 黒見 恵子 
 

０ 

 

３ 
 

課長補佐 北川 泰子 
 

０ 

 

３ 
 

課長補佐 都田 和彦 
 

２ 

 

３ 
 

課長補佐 原  耕平 
 

  ０ 

 

  ３ 
 

 

 

- 2 -



 

５ 主な事業に関する調べ 

                                                                        （単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

住民避難体制整備総合事業 17,563 0 0 17,563 

鳥取元気プロジェクト － 

元気づくり総合戦略 ２ 人々の絆が結ばれた鳥取のまちに住む （３）支え愛 ①鳥取ならで

はの「防災文化づくり」 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

平成28年10月の鳥取県中部地震では自主避難所開設、平成29年１、２月の豪雪時では沿線住民

による立ち往生ドライバーへの食事の提供など、鳥取県らしい人と人との絆を基調とした住民の

助け合い、支え合いが多く行われ、その重要性が改めて認識されたところである。 

市町村及び市町村社会福祉協議会を核とし、とっとり県民活動活性化センター及び日野ボラン

ティア・ネットワークと連携して、支え愛マップづくりを全県下に広げ、災害時の要支援者への

支援を確保し、地域の実情に応じた住民主体の避難体制づくりや避難所運営等を促進するため、

支え愛マップづくりの拡充、復興等支援、ボランティア団体への伴走支援体制の拡充、避難所運

営リーダーの養成等を進める。 

（イ）事業の実施状況 

支え愛マップづくり（促進事業）が52地区、地域支え愛会議を立ち上げ行った支え愛マップの

更新や避難訓練の実施（ステップアップ事業）が41地区、住民組織間交流事業が２地区で、それ

ぞれ取り組まれた。 

また、市町村等の人材育成研修は延べ58人、住民向けの啓発研修には222人が参加し、マップづ

くりに関わる人材の育成を図ることができた。 

避難所運営リーダーの養成については、（一社）消防防災科学センターが実施する研修の採択

を受け実施したため、予算の執行はなくなったが、座学とワークショップの二本立てで行い、市

町村職員を中心に延70名が参加し、アンケートの８割以上が「今後この研修が役立つと思う」と

回答し、避難所運営の知識を深めていただくことができた。 

  

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

支え愛マップの作成にあたり、新たに地域づくり部局にも参画をお願いし、取り組む集落の掘り

起こし等に協力いただいた。また、自治会役員の交代期である１月にマップづくりの広報を工夫し

た。 

 

ウ 成果及び効果 

令和元年度にマップづくりに取り組んだ集落（促進事業及びモデル事業）は52地区で、累計で604

地区となり、独居高齢者や要介護者、障がい者などの災害時に支援を要する者への避難支援の仕組

みづくりが着実に進んでいる。 

また、支援者向け及び住民向けの研修の開催、活用事例集による広報などにより、マップづくり

を今後展開していくための体制づくりを進めた。 

 

エ 課 題 

防災の意識が低い集落や、地域コミュニティが失われつつある集落での意識醸成、住民による話

し合いを通じたマップづくりの手法に対する理解が進んでいないことなどが課題である。 

また、現場で説明する職員がマップづくりの流れは理解できているが、支え愛マップづくりを行

う意義の理解が不十分であるため、掘り起こしやマップ作成後の自主的な取り組みになかなか繋が

らない。 

- 3 -



 

                          （単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

避難所環境整備事業 25,204 0 4,138 21,066 

鳥取元気プロジェクト － 

元気づくり総合戦略 － 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

停電時、断水時にも最低限の避難所生活環境を整えるため、市町村との連携備蓄により県が備蓄

している発電機及び仮設トイレの備蓄増強を目的として、電気自動車（EV）、プラグインハイブ

リッド電気自動車（PHEV）、燃料電池車（FCV）から電気を取り出す外部給電器及びにおいが出ず

衛生的に処理できる簡易トイレを購入する。 

（イ）事業の実施状況 

外部給電機を10台、自動ラップ式トイレを45セット整備した。 

 

 （配備詳細） 

地域 品目等 数量 備蓄場所 

東部 自動ラップ式トイレ 15 セット 防災資機材倉庫（旧鳥取空港建設事務所） 

中部 15 セット 旧園芸試験場生物工学研究室 

西部 15 セット 防災資機材倉庫（旧米子警察署車庫） 

本庁 外部給電機 1 台 鳥取県庁第２庁舎 

東部 3 台 防災資機材倉庫（旧鳥取空港建設事務所） 

中部 3 台 中部総合事務所 

西部 3 台 防災資機材倉庫（旧米子警察署車庫） 

  

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

特になし 

 

ウ 成果及び効果 

災害時に停電、断水が発生しても、ＥＶ車を活用した給電、衛生的な簡易トイレにより最低限の

生活環境を確保できる体制を整えることができた。 

また、外部給電機については各市町村等が行う防災訓練でも実演して周知を図ったほか、「とっ

とりＥＶ協力隊（※）」との連携も視野に、取組の波及が期待できる。 

 

 ※とっとりＥＶ協力隊の概要（生活環境部所管） 

  外部給電が可能なＥＶ、ＰＨＶ、ＦＣＶをお持ちの方に事前に登録してもらい、災害時等に給電

に協力いただく制度。 

 

エ 課 題 

給電機及び給電車両の優先配備先を事前調整しておく必要がある。 
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（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

鳥取県地震津波対策推進事業 2,311 0 0 2,311 

鳥取元気プロジェクト － 

元気づくり総合戦略 － 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

本県では、地震防災対策特別措置法及び県地域防災計画に基づき、平成22年度に減災目標を定

めるとともに、当該目標実現のためのアクションプラン（行動計画）を定めている。 

地震・津波災害想定の見直しに伴い、平成30年度に改定したアクションプランの内容の周知・

啓発を行い、減災目標の達成に効果的な施策を推進する。 

（イ）事業の実施状況 

・アクションプランの概要についての周知・啓発用パンフレットを作成し、市町村等の関係機関

に配布するとともに、県ホームページに掲載した。（5,000部作成し、各市町村、小中学校等

に配布） 

・住民の自主防災等に役立てるため、とっとりWebマップの内容を最新の被害想定に更新して公

開した。 

・津波防災地域づくり法に基づく津波災害警戒区域の指定を行うにあたり、市町村及び住民の理

解が不可欠であることから、警戒区域を設定する市町村との意見交換及び地域住民や要配慮者

利用施設管理者等を対象とした学習会を開催した。 

 ※津波災害警戒区域の指定は令和元年度中に沿岸９市町村を対象に実施済。(県土整備部所管) 

（住民等学習会）日時：11月11日（月）午後１時30分～午後４時 

        場所：西部総合事務所 講堂 

        参加者：県、市町村、住民、要配慮者利用施設管理者等 計36名 

        概要：①基調講演 

講師）東京大学生産技術研究所教授、社会科学研究所特任教授 

 加藤 孝明 氏 

②要配慮者利用施設における避難確保計画の策定について 

説明者）鳥取県 

・津波災害警戒区域の指定後、その警戒区域を含む市町村が津波防災に資する各種施策を実施す

る場合にその費用に対して補助する制度（鳥取県津波対策市町村支援交付金）を創設した。 

なお､警戒区域の指定が９月以降となったため､令和元年度の交付自治体は１町のみとなった。 

 （令和元年度交付先）大山町：交付金額：523千円（ハザードマップ更新等） 
 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

 ・津波対策に当たっては、市町村が開催する住民説明会に出席するなど、市町村や関係住民等との

対話を重視して取り組んだ。 
 

ウ 成果及び効果 

 ・新たな地震災害の減災目標及び目標達成に向けた施策を周知できた。 

【減災目標】 

   県内で想定される大規模地震災害による死者数を80％以上､直接被害額を40％以上減少させる。 

 ・津波防災地域づくり法に基づく津波対策を推進することができた。 
 

エ 課 題 

 ・沿岸市町村の津波対策を更に推進する。 

・減災目標達成のため、計画的な事業実施が行えるよう、進捗状況の確認を行う必要がある。 
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（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 そ の 他 一般財源 

災害時物流体制整備事業 123 0 0 123 

鳥取元気プロジェクト                 － 

元気づくり総合戦略                 － 

（概 要） 

ア 目的及び事業の実施状況 

（ア）目的 

・平成３０年度に作成した「鳥取県災害時物流体制確保オペレーションマニュアル（以下「マニ

ュアル」という。）」や平成３０年１１月に調査した岡山県北部の物流施設をマニュアルにど

う関連づけるかについて、支援を受ける立場だけではなく南海トラフ地震の際には支援を行う

という視点も持って検証・検討するために、物流関係団体、市町村、隣県、国、有識者等によ

る「災害時物流確保対策検討会」を設置し、災害時の物流体制の確立を目指す。 

・併せて、マニュアルに基づく実動訓練を行うことにより、マニュアルにさらに改善を加えてい

く。 

（イ）事業の実施状況 

・鳥取県トラック協会、鳥取県倉庫協会及び鳥取市とマニュアルの習熟やマニュアルの検証等を

行うため合同で訓練を実施した。 

・関係機関に有識者を加えた災害時物流確保対策検討会を開催し、訓練で得られた課題等を議論

した。 

 

イ 令和元年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点 

・訓練では、図上演習に加え、実際の物流倉庫等での実動訓練を実施し、災害時の一連の流れに

ついても関係機関で認識の共有を図った。 

 

ウ 成果及び効果 

・関係機関と合同で訓練を実施することでマニュアルの課題等が抽出された。 

・有識者を招へいし、物資の調整を担う支援グループの体制のあり方などを専門的知見から意見

をいただいた。 

 

エ 課 題 

・訓練で得られた課題等を踏まえ、マニュアルの向上に向けた見直し等を行う必要がある。 

・令和元年東日本台風に係る県外支援対応や新型コロナウイルス感染症対応等の関係で、検討が

進めなかった本県の０次拠点（県外の物流拠点）の立地として有効な岡山県北部地域（施設）

の把握（確保）と関係機関と調整する必要がある。 
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６
　

決
算

資
料

 
 
 
一

般
会

計
（

歳
入

）
（

単
位

：
円

）

Ａ
Ｂ

Ｃ
Ａ

-
Ｂ

-
Ｃ

 
 
 
一

般
会

計
（

歳
出

）
（

単
位

：
円

）

継
続

費
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予

 
備

 
費

繰
越

事
業

費
支

出
及

び

繰
 
 
越

 
 
額

流
用

増
減

Ａ
Ｂ

Ｃ
Ａ

-
Ｂ

-
Ｃ

区 　 分
科

　
　

目

一
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算
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予
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0
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0
0
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鉱
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0
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0
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0
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,
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0
0
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0
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0
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目

予
　

　
　

　
　

算
　

　
　

　
　

現
　

　
　

　
　

額

調
　

定
　

額

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

継
続

費
及

び
繰

越
事

業
費

繰
越

財
源

充
当

額
計

3
,
6
4
0
,
0
0
0

2
,
5
6
5
,
0
0
0

0

3
,
7
1
0
,
0
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事
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８　予備費の充用調べ
　　該当なし

９　繰越関係調べ
（１）継続費逓次繰越調べ

該当なし

（２）繰越明許費調べ
該当なし

（３）事故繰越調べ
該当なし

１０　収入証紙取扱額調べ
　　　　該当なし

１１　現金の取扱状況
　　　　　該当なし

１２　財産に関する調べ
（１）公有財産

該当なし

（２）金券類の保有状況
　　ア　金券の保有状況
　　　　有　・　無

　　イ　タクシーチケットの受払状況
（令和２年３月３１日現在）

購入枚数 使用枚数及び金額
<鳥取ハイヤー共同組合>

8枚

37枚 0枚 9,690円 29枚

<JCBタクシーチケット>

31枚

26枚 80枚 54,170円 75枚

（３）基金
該当なし

（４）債権
該当なし

　　
１３　財産の貸付け及び使用許可調べ

（１）土地及び建物
該当なし

該当なし

１４　借受不動産明細調べ
　　該当なし

１５　職員駐車場の管理状況調べ
（１）管理状況

該当なし

（２）減免の考え方（減免を行った場合のみ）
該当なし

（３）使用料の見直し
該当なし

本年度中
本年度末未使用枚数前年度末未使用枚数

（２）物品（１品の取得価格が１００万円以上のもの及び寄附受納時の評価額が
　　　　　　１００万円以上のもの）
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１６　寄附物件の受納状況調べ
　　該当なし

１７　備品の処分状況調べ
　　　　該当なし

１８　現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ
（１）現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ
　　　　有　・　無

（２）物品の照合
　　　　有　・　無

　　
１９　貸付金等状況調べ

（１）総括表
該当なし

該当なし

〇　意見、要望等
　　特になし

（２）償還状況
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